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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

生産性向上設備投資促進税制（租税特別措置法第 42条の 12の 5）の対象設備であるこ

とについての証明書を取得するため工業会等に対して支払った発行手数料の取扱いに

ついて 

≪内容≫ 

顧問先の甲社は、産業競争力強化法の生産性向上設備等のうちいわゆる先端設備である機械及

び装置を取得したことから、租税特別措置法第42条の12の5《生産性向上設備等を取得した場

合の特別償却又は法人税額の特別控除》の生産性向上設備投資促進税制の適用を受けたいと考

えており、取得した機械及び装置が、生産性向上設備等のうちいわゆる先端設備であることに

ついて、A工業会の証明書の発行を受け、その発行手数料として3,000円を支払いました。  

この証明書の発行手数料については、当該先端設備の取得価額に含めるとともに、生産性向上

設備投資促進税制における法人税額の特別控除の適用対象となると解してよろしいでしょう

か。 

『答』 

  ご質問の発行手数料は、先端設備の取得価額には含まれないため、法人税額の特別控除の適用

対象となりません。 

 なお、その支出した事業年度の費用として損金の額に算入されます。 

 

（解説） 

1  租税特別措置法第42条の12の5第1項に規定する特定生産性向上設備等とは、生産等設備

を構成する機械及び装置等で産業競争力強化法第2条第13項に規定する生産性向上設備等に該

当するもののうち、一定の規模以上のものをいいます。 

 また、同項に規定する生産性向上設備等とは、商品の生産若しくは販売又は役務の提供の用

に供する施設、設備、機器、装置又はプログラムであって、事業の生産性の向上に特に資する

ものとして経済産業省令で定めるもの（いわゆる「先端設備」又は「生産ラインやオペレーシ

ョンの改善に資する設備」に該当するもの）をいいます（産業競争力強化法2⑬、経済産業省

関係産業競争力強化法施行規則（以下「経産省強化法規則」と略称します。）5）。 

 この「先端設備」とは、次のイ及びロの要件をいずれも満たす経産省強化法規則第5条第1 
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号に規定する指定設備（以下「指定設備」といいます。）とされています（経産省強化法規則5

一）。  

イ 最新モデル要件（指定設備ごとに販売開始年度内で最新モデル又は販売開始年度が取得等

年度若しくはその前年度であるモデルであること） 

ロ 生産性向上要件（旧モデル比で生産性指標（生産効率、エネルギー効率、精度等をいいま

す。）が年平均1％以上向上していること） 

   なお、この「先端設備」の要件を満たす指定設備であることについて、各工業会等から

証明書の発行を受けることができます。  

2  購入した減価償却資産の取得価額は次のイ及びロの合計額とされています（法令54①一）。  

イ 当該資産の購入の代価（引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税その他当該資

産の購入のために要した費用がある場合には、その費用の額を加算した金額） 

ロ 当該資産を事業の用に供するために直接要した費用の額 

3  ご質問の趣旨は、A工業会から証明書の発行を受けた際に支出した手数料の額が、①資産

の購入のために要した費用（上記2イ括弧書）又は②その資産を事業の用に供するために直接

要した費用（上記2ロ）に該当し、資産の取得価額に算入すべきものかという点にあるものと

思われます。 

 この点、各工業会等が発行する証明書は、ある指定設備が「先端設備」の要件を満たすこと

を各工業会等が証明する書類であり、本税制の適用を受けられる指定設備であることの参考資

料であることからすれば、本証明書の発行手数料は、上記①及び②のいずれの費用にも該当し

ないため、資産の取得価額には含まれず、支出した事業年度の損金の額に算入されることとな

ります。したがって、本税制における法人税額の特別控除の適用対象とはなりません。 

 

※なお、税務のチェックポイントＱ＆Ａに関するご質問は受付しておりません。 

予めご了承ください。 
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